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１．はじめに 
人口減少や少子化高齢化に対応した土地利用計画や都
市計画道路の見直し，環境問題対策としての都市構造の
再編など，都市計画に関わる課題はますます重要になる．
既存の都市構造の再編は，多様な居住者に対してそれぞ
れ固有の影響をもたらし，その影響を慎重に把握した上
での代替案の選択が必要となる．この影響は多様であり,
従来のように平均的な立場にとっての評価ではなく,個別
主体に配慮した評価が大切になる．このため,土地利用と
交通を一体的に捉えることができ，多様な立場からの評
価が可能な，総合的な土地利用・交通政策評価モデルが
重要な計画支援ツールとなると考える． 
これまで土地利用・交通政策評価モデルは，都市圏ご
とに作成されてきており,都市圏の比較はあまり行われて
いない．本研究では，異なる性質をもつ３都市圏に同一
の土地利用・交通政策評価モデルを適用し,パラメータを
比較することで,都市圏で共通部分・異なる部分を考察し,
移転可能性等についての知見を得ることを目的とする． 
 
２．対象地域・使用データ 
 対象地域は，人口規模・軌道系交通機関の整備状況が
異なる仙台都市圏，宇都宮都市圏，沖縄本島中南部都市
圏（以下,沖縄都市圏）である．使用データはパーソント
リップ調査（以下,PT調査）などを用いる(表１)．また,分
析の際，多様な立場からの評価を意識し，居住場所の選
好や交通行動は世帯構成や就業状態によって異なるため,
世帯を８つのタイプに分類した(表２)． 
 
３．土地利用・交通政策評価モデル 
（１）土地利用・交通政策評価モデルの概要 
土地利用モデルは５つのサブモデル(居住立地・居住地
魅力・商業立地・商業地魅力・業務立地)から構成され,産
業(自立立地型・業務立地型・商業地指向型)と世帯の立
地場所を決定する．交通モデルは６つのサブモデル(保有   
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表－１ 対象都市圏のＰＴ調査の概要 

 

 

 

表－２ 世帯タイプの分類 

 
 
 
 
 
 
・複数保有・発生・集中・分布・分担)から構成され，世
帯の交通需要量と自動車保有状況を決定する．本研究で
構築した土地利用・交通政策評価モデルは，これら土地
利用モデルと交通モデルを，産業・世帯の空間分布，一
般化交通費用を通じて相互に連動させ，均衡状態に達す
るまでフィードバック計算を行う静的モデルである(図1)． 
 今回検討する，土地利用モデルの居住立地・居住地魅
力・商業立地・商業地魅力，交通モデルの分担，の各モ
デル構造を以下に述べる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 土地利用―交通モデルの全体構成 
 
（２）居住立地・居住地魅力モデル 
このモデルは，従業者の居住場所を世帯タイプ別に決
定する．従業者数，従業地から居住地までの通勤トリッ
プの一般化交通費用，居住地魅力度を説明変数とした式
(1)により求める．なお，居住地魅力度は市街化区域面積
と人口密度を説明変数とする(式(2))．市街化区域面積は
居住空間の有無を表す代理変数，人口密度は地域の利便
性を表す代理変数として採用した． 

調査年 対象市町村 大ゾーン数 中ゾーン数
仙台都市圏第３回 1992 ５市１４町１村 44 236

宇都宮都市圏第２回 1992 ４市６町 10 19
沖縄都市圏第２回 1989 ７市８町９村 24 55
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iUA ：市街化区域面積(㎞２)    ii SqPOP / ：人口密度(人/㎞２) 
 
（３）商業立地・商業地魅力モデル 
このモデルは，小売業・サービス業など商業地に立地
を志向する産業の立地を決定する．この産業は買物集中
トリップに比例して立地するものとし，買物トリップの
集中量の一定割合がこの産業の従業者になる．なお，買
物集中トリップはゾーン間買物トリップを(3)式により算
出し，これを発ゾーンについて集計することにより求め
た．車を保有しない世帯では都心や都心周辺に，保有す
る世帯では郊外に買物先を持つ割合が高く，世帯タイプ
別よりも車保有タイプ別のほうが買物先の差異がはっき
りしているため，車保有タイプ別にモデルを構築した．
買物トリップのゾーン間一般化交通費用，商業地魅力度
により，買物トリップの目的地が決定される(式(3))．ま
た,商業地魅力度は公共交通利用者数と道路車線延長を説
明変数とする(式(4))． 
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jTPUB ：公共交通機関利用者数(人) jSL ：道路車線延長(m) 
 
（４）分担モデル 

分担モデルは,ゾーン間交通機関分担率を推計するもの
で,車保有タイプ,トリップ目的別に構築した．交通機関分
担モデルは,交通機関別ゾーン間一般化交通費用 )( nik

ijC
を説明変数とするロジットタイプのモデルであり,自動車,
バス,鉄道利用の分担率 )( nok

ijp を算出する(式(5)(6)). 
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４．パラメータの比較 
（１）居住立地モデル 
 居住立地モデルで推定される通勤トリップのゾーン間
一般化交通費用への抵抗を表すパラメータ（図２）は，
都市圏間によらず世帯タイプ間のパラメータの大小関係
は大きな差は見られない．特に世帯タイプ７に関しては
どの都市圏においても小さい． 
ただしパラメータの大きさは都市圏間で差が見られ，
どの世帯タイプも宇都宮→沖縄→仙台の順で小さくなっ
ている．沖縄都市圏だけは世帯タイプ５のパラメータが
他の二つの都市圏よりは小さくなっている． 
杉田 )1 による都市圏別世帯別１人あたり交通費用（図
３）と居住立地モデルのパラメータの関係をみる．する
とパラメータの大きさとは逆の関係になっていることが
わかるが，宇都宮都市圏と沖縄都市圏は居住立地モデル
のパラメータのような大きな差は見られない． 

 
 
 
 
 
 

 
図２ 居住立地モデルのパラメータ推定結果 

 
  
 
 
 
 
 

図３ 世帯別一人当たり交通費用 
 
（２）居住地魅力モデル 
市街化区域面積のパラメータの値は，世帯タイプ間の
大小関係が都市圏によって異なる（図４）．仙台都市圏
では，世帯タイプ５と世帯タイプ７以外はほぼ同じ大き
さである．宇都宮都市圏と沖縄都市圏は，世帯タイプ５
以外の世帯タイプはほぼ同様の大小関係を示している． 
 パラメータの大きさはどの世帯タイプについても，宇
都宮→仙台→沖縄の順に小さくなっている．大きさの差
は世帯タイプごとにさまざまである． 
一方，人口密度のパラメータは，世帯タイプ間の大小
関係がどの都市圏についてもほぼ同様の関係を示してい
る（図５）．どの都市圏においても世帯タイプ５が小さ
い値になっていて，宇都宮都市圏ではその傾向は顕著で
ある．パラメータの大きさは，世帯タイプ５と世帯タイ
プ７で多少の差は見られるものの，都市圏間で大きな差
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は見られない．沖縄都市圏では人口密度のパラメータは
すべての世帯で正となっており、特に世帯タイプ７の値
が大きくなっている．沖縄都市圏はゾーン間の市街化率
の違いが他の都市圏ほど大きくないことが，これらのパ
ラメータに影響している可能性がある． 

 
 
 
 

 
 
 
 
図４ 居住地魅力度（市街化区域面積）パラメータ推定結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
図５ 居住地魅力度（人口密度）パラメータ推定結果 

 
（３）商業立地モデル 
 商業立地モデルでは車保有タイプ別に買物トリップの
ゾーン間の一般化交通費用に対する抵抗パラメータが推
定される．このパラメータの大小関係は３都市圏間で異
なっている．仙台都市圏は保有０と保有１，２の差がほ
とんどない．宇都宮都市圏は保有台数が多くなるに従っ
て大きくなる．沖縄都市圏は，保有１が一番大きく，保
有２は保有０より小さくなっている． 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
図６ 商業立地モデルのパラメータ推定結果 

 
 居住立地モデルで推定した通勤トリップに対する抵抗
であるパラメータと比較して，商業立地モデルで推定し
た買物トリップに対する抵抗であるパラメータのほうが
値は大きく，通勤行動よりも買物行動のほうが交通費用
に対して感度が高い可能性があると考えられる． 

（４）商業地魅力モデル 
 車保有タイプ別の公共交通利用者数パラメータの大小
関係は，仙台都市圏と沖縄都市圏はほぼ同様で，宇都宮
都市圏だけが保有０に比べて保有１,２が大きい． 
 パラメータの大きさについては，３都市圏間で保有０
ではそれほど差はないが，保有１，２では差がある． 
 都市圏間のパラメータの違いの理由として，公共交通
機関の整備水準が考えられる．仙台都市圏では，ＪＲに
加え地下鉄も整備されているため，公共交通の整備水準
は高い．交通分担率から見ても（表４）高い割合である．
そのため，商業地への利便性を表す公共交通利用者数の
増減にそれほど影響をうけない可能性がある．宇都宮都
市圏ではＪＲが整備されているものの，その分担率は低
く，自動車依存型の都市を形成している．そのため，利
便性の向上に敏感に反応して，パラメータが大きくなっ
ている可能性がある．沖縄都市圏は，鉄道整備はされて
いないが，市街地が連担していて平均トリップ長が短い
ため，利便性の向上にそれほど大きな反応をしていない
と考えられる．こうした公共交通整備水準とパラメータ
の関係をより明確にする必要があると考える． 
 
 
 
 
 
 
 
図７商業地魅力度（公共交通利用者数）のパラメータ推定結果 

表３ 都市圏別交通分担率 )1  
 
 
 
次に，車保有タイプ別の道路車線延長パラメータの大
小関係は，保有１，２が保有０よりも大きいという傾向
は同様であるが，その差は都市圏間で大きく異なる．仙
台都市圏は保有１と保有２の差がない．宇都宮都市圏は
保有２が大きい．沖縄都市圏は保有０と保有１，２の差
が大きく，保有１が保有２よりも大きい．この傾向の違
いは，各都市圏のゾーンの道路整備状況の違いなどが影
響していると考えられる． 

 
 
 
 
 
 
 
図８商業地魅力度（道路車線延長）パラメータ推定結果 
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（５）分担モデル 
車保有タイプ別にパラメータをトリップ目的間の大小
関係について都市圏で比較すると，保有０は仙台都市圏
の帰宅が大きいほかはほぼ同様な傾向である．保有１，
２は都市圏ごとに傾向が違うトリップ目的がある．仙台
都市圏と宇都宮都市圏は保有１，２とも同様の傾向であ
るが，沖縄都市圏は他の二つの都市圏と比較して，保有
１では通勤が大きく私用・買物と帰宅が小さく，保有２
では私用・買物が小さく，帰宅が大きい． 
 車保有タイプ間のパラメータの大きさは，仙台都市圏
と宇都宮都市圏はどのトリップ目的についても保有０が
大きく，保有１と２には明確な差はない．沖縄都市圏は，
車保有タイプ間で大きな差は見られない． 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9分担モデルパラメータ   図10分担モデルパラメータ    

(都市別)             (保有別)  
 
表４ 都市別自動車保有率 

 
 
 
 

 自動車の保有率が高い都市圏では，交通機関別一般化
交通費用に対する反応は大きくなると考えられるが，表
４のように仙台都市圏と沖縄都市圏はほぼ同様であるが，
パラメータの傾向は異なっている．つまり都市圏内の自
動車保有率は交通機関別一般化交通費用にそれほど影響
を与えない可能性がある． 
 
５．まとめ 
 本研究では，都市構造の異なる３都市圏について同じ
土地利用・交通政策評価モデルを適用し，推定されたパ
ラメータの値をいくつかのサブモデルについて比較した．
今回得られた知見について以下に整理する． 

都市圏，世帯タイプ，車保有タイプ別によるパラメー
タの分類を挙げる． 
１）都市圏によらず同じと考えられるもの 
・車保有０の公共交通利用者数に対する反応 
・車保有０の道路車線延長に対する反応 
２）都市圏により大きさは異なるが，世帯タイプあるい
は車保有タイプ別の傾向は同じと考えられるもの 
・通勤トリップにおける交通費用に対する抵抗 
・居住立地魅力度における人口密度 
・車保有０の交通機関選択における一般化交通費用に
対する抵抗 

３）都市圏で大きさは同じだが，世帯タイプあるいは車
保有タイプ別で傾向の異なるもの 
・車保有１，２の公共交通機関選択における一般化交
通費用に対する抵抗 

４）都市圏でも世帯タイプあるいは車保有タイプ別でも
異なるもの 
・市街化区域面積に対する反応 
・買物トリップにおける交通費用に対する抵抗 
・車保有１，２の公共交通利用者数に対する反応 
・車保有１，２の道路車線延長に対する反応 
そしてパラメータの違いをもたらす要因として，ゾー
ンのサイズ，可処分所得あるいは交通支出の割合，自然
条件などが考えられることを示した．その他，買物行動
のほうが通勤行動よりも交通費用に対する感度が高い可
能性がある． 

 
今回は，単純に推定されたパラメータの大小からのみ
都市圏間の関係を見た．今後の課題を以下に挙げる． 
・都市圏ごとに各変数値の値が異なるため，それらがパ
ラメータにどのような影響を及ぼしているのかを分析
する必要がある． 
・都市圏間で相互にパラメータを入れ替え，シミュレー
ション分析を進める．そして都市圏間で一致・不一致
部分をより明確にしていき,モデルの都市圏間での移
転可能性の検討を進める． 
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自動車保有率 保有０ 保有１ 保有２
仙台 25.5 48.5 26
宇都宮 15.1 39.7 45.2
沖縄 26.8 47.8 25.4
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